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要旨：RC ラーメン高架橋柱には鋼板巻き補強が多く施されており，地震による損傷状況を目視確認すること

が困難になってきている。筆者らは，RC ラーメン高架橋について応答部材角測定システムにより損傷評価す

る手法を提案してきた。本論文では，橋脚構造を含む鉄道実線区について，センサ設置数および変位一定則

を含めた損傷被害推定法の推定精度を検討した。検討の結果，当該線区においてはセンサを 2 基設置するこ

とにより一定の推定精度が得られること，損傷被害推定法にエネルギー一定則，変位一定則を併用すること

により桁式高架橋を含む鉄道線区においても，損傷被害を推定できる可能性を示した。 

キーワード：応答部材角測定装置，ピークセンサ，エネルギー一定則，変位一定則，塑性率 

 

1. はじめに 

 1995 年兵庫県南部地震以降，新幹線高架橋においては

緊急耐震補強が進められており，多くのラーメン高架橋

柱に鋼板巻き補強が施されてきた。鉄道構造物の震災後

被害は，随時検査として目視・徒歩巡回が行われるが，

上記補強により目視の損傷確認が困難となってきている。

このような背景から筆者らは，図－1 に示すピークセン

サをベースとした高架橋の応答部材角測定システム（以

下，測定システム）を開発してきた 1)。 

測定システムは，モニタリング対象の高架橋柱の地震

時における最大応答部材角を測定することにより，その

損傷レベルを評価するものである 2)。これにより，被災

構造物について数値解析によらず効率的な損傷評価が可

能となり，ダウンタイムの短縮への寄与が期待される。 

しかし，現状では測定システムの対象は，ラーメン高

架橋のみとなっている。実際の線区では桁式の構造物も

混在しているため，これらを含めた線区全体の被災状況

を評価する必要がある。 

そこで，本論文ではラーメン高架橋と桁式高架橋が混

在する鉄道実線区を対象に，測定システムを用いた構造

物の損傷評価について数値解析により概略検討した。 

本論文の目的は，以下の通りである。 

(1) ピークセンサの設置数の違いによる推定精度の 

影響を検討する。 

(2) 変位一定則に基づく損傷被害推定法の適用につ 

いて検討する。 

(3) 桁式高架橋を含む鉄道実線区に対する測定シス

テムを用いた損傷評価の適用について検討する。  
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(b) 応答部材角測定装置の構造 

(c) ピークセンサの内部構造 

(a) 応答部材角測定装置と伝送システム 

応答部材角測定装置 

無線 LAN 送受信機 

RF-ID タグ 

基地局 

図－1 応答部材角測定システムの概要 
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2. 検討方法 

2.1 検討概要 

 本検討では，設計波および実地震波を用いた 1 自由度

系の数値解析結果を用いて，測定システムによる損傷推

定の精度を擬似的に検討した。 

本来，被災した構造物の損傷評価では，最大応答部材

角から求めた損傷レベルが指標となるが，今回は概略検 

討として構造物天端の応答変位を指標とした。 

また，今回は数値解析による応答変位とラーメン高架

橋をモニタリング点とした測定システムの損傷被害推定

法により推定した応答変位から塑性率を算出した。 

上記の値から検討対象とした鉄道実線区に対するピ

ークセンサの必要設置数を検討し，さらに損傷被害推定

法にエネルギー一定則と変位一定則を用いた場合の推定

精度を比較，検討した。 

2.2 応答部材角測定システムの概要 

図－1 に示すように測定システムは，(a)に示す無線

LAN などを用いた伝送システムにより，(b)に示す応答

部材角測定装置で測定した高架橋柱の地震時の最大応答

部材角を維持管理拠点に設置した基地局へ送信し，損傷

被害推定法を用いて構造物の損傷被害を評価する一連の

システムである。(c)に示すピークセンサは正側，負側の

最大応答変位が記録可能な装置である。(b)に示す測定棒

を介して，幾何学的な相似関係から高架橋柱上端の最大

応答部材角が測定可能である。柱の塑性ヒンジ部のおけ

る部材角と損傷レベルの関係は関連づけられるため，構

造物の損傷が迅速に評価できる。 
従来手法では，地震観測網の加速度波形を用いた数値

解析により構造物の損傷を評価するが，その結果には例

えば，地盤特性や減衰特性に起因するばらつきが含まれ

る。一方，本手法では実応答値が測定できるため，高精

度に損傷を評価することができる。また，応答部材角測

定装置は電源不要のため，安価に測定システムを構築で

きる利点がある 1)。 

2.3 検討対象 

今回は，2 つの線区（A，B）を対象に検討した。 
図－2 に対象線区の構造形式，等価固有周期，降伏震

度を示す。既往の研究 2)ではラーメン高架橋中心の線区

を対象に検討してきたが，本研究では対象線区に多くの

橋脚構造が含まれている点が異なる。ただし，本測定シ

ステムは現状では設置可能な構造物がラーメン高架橋に

限定される。 
2.4 損傷被害推定法 

 本検討では，少数のモニタリング点から得られた最大

応答変位を用いて線区全体の損傷被害を推定する手法と

して，損傷被害推定法を用いた。本検討では，既往のニ

ューマークのエネルギー一定則（以下，エネルギー一定

則）に基づく手法 2)のほか，変位一定則に基づく手法の

推定精度を比較，検討した。 

図－3 にエネルギー一定則を用いた損傷被害推定法の

概要を示す。(a)に示すように本手法では，各高架橋に対

して予め静的非線形解析を実施して，高架橋天端変位，

震度と各部材角の関係をまとめた損傷算定テーブルを作

成し，個々の等価固有周期をストックしておく。地震発

生後は，部材角測定システムに記録された部材角と損傷

算定テーブルから部材角測定システムを配置した複数の

図－2 検討対象線区 

(a) A線区 

(b) B線区 

ラーメン高架橋 橋脚 構造物高さ h 降伏震度 Khy 等価固有周期 Teq 

0

0.5

1

0

2

0 100 200 300 400 500
0

20

0 100 200 300 400 500

降伏震度 Khy 等価固有周期 Teq 

0

10

20

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100

ラーメン高架橋 橋脚 構造物高さ h 

0

0.5

1

0

2

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100

モニタリング点 

モニタリング点 

距離程（m） 距離程（m） 

距離程（m） 

距離程（m） 

 T
eq
（

s）
 

 T
eq
（

s）
 

 h
（

m
）

 
 h

（
m
）

 

 k
hy  

 k
hy  

-1430-



構造物の弾塑性応答変位を求める。次に(b)に示すエネル

ギー一定則に基づき，(c)に示す弾性応答加速度スペクト

ルを作成する。この弾性応答加速度スペクトルから，測

定システムを配置していない各構造物の弾性応答加速度

を推定し，エネルギー一定則に基づき各構造物の応答変

位を算出する。一方で，変位一定則に基づく手法は，構

造物の弾塑性応答変位と弾性応答変位が等しいと仮定し，

(c)の弾性応答加速度スペクトルを作成する手法である。 

2.5 数値解析 

本検討は，1 自由度系の数値解析によった。 

表－1 に解析に用いた地震波（設計波:3 波 3），実地震

波:16 波 5),6)）を示す。対象線区の構造物は設計振動単位

ごとに clough 型完全弾塑性の 1 自由度モデルとした。 

図－4 にピークセンサの計測例を示す。ピークセンサ

には構造上，構造物天端の応答変位量に換算して 3mm

の不感帯があるが，損傷レベル 1 と 2 の閾値となる荷重

-変位関係の Y 点以上の変位量に対しては，誤差 7%程度

で最大応答変位を記録することができる。 

図－5 に入力地震波波形とモニタリング点としたラー

メン構造物の時刻歴応答変位および荷重-変位履歴曲線

を例示する。このように本検討では，前述の各々のモデ

ルに地震動を入力して得られた図中の赤線で示す応答変

海溝型 内陸型
 L1_G3 芸予地震×700%(湯来EW) 新潟県中越地震×400%(十日町NS)

 L2spe.1_G3×50% 十勝沖地震×300%(広尾EW) 鳥取県西部地震×300%(新見EW)

 L2spe.2_G3×50% 釧路沖の地震×600%(納沙布EW) 福岡県西方沖の地震×600%(平戸EW)

宮城県沖の地震×300%(築館EW) 能登半島地震×200%(富来EW)

福島県沖の地震×1000%(葛尾EW) 新潟県中越沖地震×200%(柏崎EW)

岩手・宮城内陸地震×300%(築館NS)

駿河湾の地震×600%(静岡EW)

岩手県沿岸北部の地震×600%(八戸EW)

十勝地方中部の地震×300%(浦幌EW)

佐渡付近の地震×500%(佐和田EW)

淡路島付近の地震×1000%(五色EW)
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(b) ニューマークのエネルギー一定則 

(a) 損傷被害推定法のフロー（エネルギー一定則） 

図－3 エネルギー一定則を用いた損傷被害推定法の概要 

(c) 弾性加速度応答スペクトル 

表－1 解析に用いた地震波 

図－4 ピークセンサの計測例 

不感帯 

Kh

α

Khy

応答変位 δ

応
答

震
度

K h

δy δL δN

等価固有周期 Teq

弾
性
換
算
応
答
加
速
度 モニタリング値 推定値

-500

0

500

-0.5 0 0.5

Fo
rc

e(
kN

)

Dis(m)

-500

0

500

0 5 10 15

A
cc

.(g
al

)

Time (s)

最大応答変位 

図－5 入力地震波形，荷重-変位履歴曲線，時刻歴応答変位の例(L2スペクトルⅡ×50%の例(ラーメン高架橋，Khy：0.409)) 
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➢準備計算：天端変位，部材角，損傷レベル，等価固有周期をまとめた損傷算定テーブルの作成

地震発生

➢測定した応答部材角から，損傷算定テーブルを用いて応答変位を算定

➢ ニューマークのエネルギー一定則に基づき，応答変位を弾性換算し弾性応答加速度を推定

➢ 推定した弾性応答加速度を用いて，弾性応答スペクトルを作成

➢弾性応答加速度スペクトルから，測定システムが配置されていない構造物の弾性応答加速度を推定

➢ニューマークのエネルギー一定則に基づき，弾性応答加速度を塑性換算し

測定システムが配置されていない構造物の応答変位を推定
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位の正側もしくは負側の最大値を擬似的にピークセンサ

の測定値とみなした。この値を用いて損傷被害推定法に

より線区全体の構造物の最大応答変位を推定した。推定

精度は，最大応答変位を降伏変位で除した塑性率により

検討した。本論文では，解析から得られた塑性率を解析

塑性率，損傷被害推定法から得られた塑性率を推定塑性

率と定義して，推定精度を検討した。 

2.6 ピークセンサの設置位置 

本検討では，ピークセンサの設置数を 1 基，2 基とし 

た場合について，実変位と推定変位を比較した。なお， 
弾性換算応答加速度の推定値は，1 基の場合はモニタリ

ング値，2基の場合は図－3の手法による推定値である。 
図－2 に A,B 両線区におけるモニタリング点，すなわ

ちピークセンサの設置位置を示す。図中の赤の矢印はピ

ークセンサ 1 基，緑の矢印はピークセンサ 2 基の場合の

最適な設置箇所を示している。構造物の等価固有周期範

囲は，A 線区で 0.56～1.30sec，B 線区で 0.81～1.40sec
である。ピークセンサを設置したラーメン構造物の等価

固有周期は，1 基の場合 A 線区で 0.96sec，B 線区で

1.20secであり，2基の場合A線区で0.80および1.30sec，
B 線区で 1.02 および 1.22sec である。本手法では，測定

システム 1 基を設置する場合は可能な限り平均的な等価

固有周期の箇所に，2 基の場合は等価固有周期の上限と

下限に設置することが原則となる。しかし，今回の対象

線区ではラーメン高架橋の数が限定されるため，図中の

配置が最適と判断した。 
 

3.検討結果 

3.1 センサ設置数による影響 

センサ設置数が推定精度に与える影響を確認するた

め，線区毎に解析塑性率に対する推定塑性率の比を比較

した。なお，この比較における推定塑性率の算出にはエ

ネルギー一定則を用いている。 

図－6 にラーメン高架橋のみを対象とした解析塑性率

に対する推定塑性率の比を示す。図中の青のプロットは

ピークセンサを 1 基設置した場合，赤のプロットはピー 
クセンサを 2 基設置した場合の結果を示している。 A，

B 線区ともにセンサ 2 基を設置することにより，良好な

精度で損傷を推定できることがわかる。 

推定精度は，A 線区において+37%～-13%，B 線区にお 
いて+13%～-4%である。ただし，A 線区については等価

固有周期 0.9～1.0sec 付近のラーメン構造物が存在する

ため，モニタリング点の追加が可能である。このため，

上記の推定精度をさらに向上させることが可能である。 

図－7 に橋脚構造を含む全構造物を対象とした場合の 

解析塑性率に対する推定塑性率の比を示す。ラーメン構 

造物と同様にセンサ 2 基を設置することにより，推定精

度が向上することがわかる。しかし，(a)から等価固有周

期の比較的短い領域，(b)から等価固有周期の比較的長い

領域において，推定精度が低下することがわかる。 

(b) B線区 (a) A線区 

図－6 解析塑性率に対する推定塑性率の比(ラーメン高架橋のみ) 

(a) A線区 (b) B線区 

図－7 解析塑性率に対する推定塑性率の比(橋脚構造を含む全構造物) 
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3.2 損傷被害推定法の検討 

ラーメン構造物のみを対象として損傷被害を推定す

る場合は，エネルギー一定則を用いた損傷被害推定法に

より，推定精度を確保できることが既往の成果から明ら

かになっている 2)。しかし，本検討では橋脚構造を含む

線区を対象としているため，等価固有周期の長い構造物

が存在する。そこで，従来手法のエネルギー一定則を用

いた結果と変位一定則を用いた結果と比較，検討した。 

図－8 に解析塑性率に対する推定塑性率の比を示す。 
モニタリング点のある等価固有周期の間の領域にお

ける推定塑性率は，エネルギー一定則では過大になる傾

向があり，変位一定則は過小となる傾向がある。すなわ

ち，エネルギー一定則が安全側の評価であるのに対して，

変位一定則は危険側の評価となる傾向がある。 

一方で，変位一定則を用いた推定精度は，(b)図に示す

ように比較的等価固有周期の長い構造物で構成されてい

る線区においては，エネルギー一定則を用いた手法より

も推定誤差のばらつきが低減し，推定精度が向上するこ

とがわかる。この傾向は一般に知られている変位一定則

の特徴と一致する 4)。ただし，等価固有周期の特に長い

領域においては，エネルギー一定則より推定誤差が低減

するが，誤差のバラつきは大きい。 
そこで，等価固有周期の特に短い領域および長い領域

における推定値の誤差要因を塑性率の観点から検討した。 
図－9 に塑性率毎の解析塑性率に対する推定塑性率の

比を示す。(b)(d)に示すように等価固有周期の特に長い領

域において，変位一定則の推定誤差が大きくなるのは，

主に μ(解析値)≦1.5 の範囲である。一方で，1.5<μ(解析
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図－8 エネルギー一定則と変位一定則の推定精度の比較 

(b) B線区(μ(解析値)≦1.5) (a) A線区(μ(解析値)≦1.5) 

(c) A線区(1.5<μ(解析値)≦4.5) 

図－9 塑性率の違いによる比較 
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値)≦4.5 の範囲では，推定誤差のバラつきが小さくなる。

実務上，構造物の損傷を評価するうえで最も重要となる

のは荷重-変位関係における M 点近傍であり，一般的な

既設構造物の M 点は μ=4 程度である。エネルギー一定則

のほうが安全側の評価となることに留意する必要がある

が，推定精度の観点からは，B 線区のように比較的等価

固有周期の長い構造物で構成される線区，かつ上記の塑

性率の範囲においては，変位一定則を用いる方が良好な

精度で推定できる傾向がある。 

 また，(a)(c)に示す A 線区のように比較的等価固有周期

の短い構造物で構成される線区，かつ 1.5<μ(解析値)≦4.5

の範囲においては，エネルギー一定則の推定誤差が小さ

くなることから，エネルギー一定則を用いる方が良好な

精度で推定できる傾向がある。 
今回の検討で用いた地震波において，1.5<μ(解析値)≦

4.5 の範囲における解析塑性率に対する推定塑性率の比

の平均値 A，および変動係数 Cvは，エネルギー一定則を

用いた場合，A(A 線区)：0.98，Cv(A 線区)：0.17，A(B 線区)：1.11，
Cv(B 線区)：0.17 である。変位一定則を用いた場合は，A(A

線区)：1.00，Cv(A 線区)：0.20，A(B 線区)：0.97，Cv(B 線区)：0.14
である。変動係数が小さくなるよう，A 線区においては

エネルギー一定則，B 線区においては変位一定則を用い

た場合，上記の精度により，桁式高架橋を含む鉄道線区

においても損傷被害の推定が可能である。 
このほか，推定誤差に影響を与える要因の一つとして

地震波特性の違いが挙げられるため，若干考察を加える。 
 図－10 に地震波毎の加速度波形と解析塑性率に対す

る推定塑性率の比の例を示す。 (a)に示すように線区に

存在する構造物の等価固有周期の範囲において，加速度

が概ね一定となる L2-spⅡ地震波では最も良好な推定精

度が得られる。また，(b)に示すようなパルス的な加速度

のピークを有する地震波では，推定精度が向上しやすい

傾向がある。一方，(c)に示すように構造物の最大応答変

位が更新されるような複数回の加速度のピークを有する

地震波では推定誤差に影響が生じやすい傾向が見られる。 

 
4. まとめ 

 桁式高架橋を含む鉄道実線区に対する測定システムを

用いた損傷評価について，センサ設置数の違いが推定精

度に与える影響を検討した。また，桁式高架橋を含む鉄

道実線区に対する測定システムの適用を検討した。 
 検討の結果，以下の結論を得た。 
 (1) 今回の対象線区では，センサを 2 基設置すること

により損傷の推定精度が一定程度確保できる。 
 (2) B 線区のように比較的等価固有周期の長い構造

物で構成される線区，かつ塑性率 1.5～4.5 の範囲

においては，変位一定則を用いることにより損傷

の推定誤差が低減できる。 
(3) 桁式高架橋を含む鉄道線区においてもエネルギ

ー一定則と変位一定則を併用することにより，一

定の精度で損傷被害の推定が可能である。 
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(c) 地震波の加速度波形（宮城県沖の地震×300%) 
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